
 

福 祉 環 境 委 員 会 
 

令和 7 年 3 月 6 日（木） 

10 時 00 分 ～ 時  分 

全 員 協 議 会 室 

 

【委 員】三浦委員長、肥後副委員長、 

柳楽委員、串﨑委員、上野委員、布施委員、川神委員 

【執行部】砂川副市長 

〔健康福祉部〕久保健康福祉部長、椋木健康医療対策課長、 

龍河子ども・子育て支援課長、小林保険年金課長 

〔市民生活部〕井上市民生活部長、川合税務課長、齋藤資産税課長、 

斗光環境課カーボンニュートラル推進室長 

〔金 城 支 所〕市原金城支所長、佐々尾市民福祉課長 

〔弥 栄 支 所〕新開弥栄支所長、三浦市民福祉課長 

〔上下水道部〕佐々木上下水道部長、谷口工務課長 

【事務局】久保田書記、村山主任主事 

 
議 題 

1 議案第 14 号  浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例について 

2 議案第 15 号 浜田市金城高齢者生活福祉センター条例の一部を改正する条例につい

て 

3 議案第 21 号 浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道

技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例について 

4 議案第 35 号 浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

5  執行部報告事項 

⑴ 浜田市高齢者福祉サービスについて                        【健康医療対策課】 

 ⑵ 浜田市こども計画について                          【子ども・子育て支援課】 

 ⑶ 浜田市公共施設への再エネ由来（ＣＯ2フリー）電源の調達について      

【環境課カーボンニュートラル推進室】 

 ⑷ 令和 7年度地方税制改正の概要について               【税務課・資産税課】    

 ⑸ やすぎ公園の供用開始について                      【弥栄支所市民福祉課】 

 ⑹ その他 

（配布物） 

・浜田市人口状況（R6.11 月末～R7.1 月末現在）        【総合窓口課】 

  6  その他 

7  【取組課題】持続可能な医療体制の構築と健康寿命の延伸（委員間で協議） 

  

 

 



 

 

  

 

令和7年3月浜田市議会定例会議 

条例議案新旧対照表 

 

 

  （福祉環境委員会） 



 

 

 

新 旧 対 照 表 の 見 方 

 

 

1  最上部に一部改正する条例の名称及び条例番号を表記しています。 

 

2  新旧対照表の表記は、次のとおりです。 

⑴ 左欄の「現行」が改正前、右欄の「改正後（案）」が改正後の内容 

⑵ 改正のある条のみ表記 

⑶ 改正のある条の中の改正のない項及び号は「〔略〕」で表記 

⑷ 変更のある箇所を下線で表記 

 

 

〔新旧対照表例〕 

浜田市●●●条例（平成●●年浜田市条例第●●号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（見出し） （見出し） 

第●条 市長は、○○○○○○○○、●●●●とす

る。 

第●条 市長は、○○○○○○○、▲▲▲▲とする。 

2 〔略〕 2 〔略〕 
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浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成26年浜田市条例第33号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（食事の提供の特例） （食事の提供の特例） 

第17条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第1項の

規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する

食事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」とい

う。）において調理し、家庭的保育事業所等に搬入する方法により

行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等

は、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該

家庭的保育事業所等において行うことが必要な調理のための加熱、

保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

第17条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第1項の

規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する

食事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」とい

う。）において調理し、家庭的保育事業所等に搬入する方法により

行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等

は、当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該

家庭的保育事業所等において行うことが必要な調理のための加熱、

保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

(1) 〔略〕 (1) 〔略〕 

(2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市等の栄

養士＿＿＿＿＿＿＿により、献立等について栄養の観点からの指

導が受けられる体制にある等、栄養士＿＿＿＿＿＿＿による必要

な配慮が行われること。 

(2) 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市等の栄

養士又は管理栄養士により、献立等について栄養の観点からの指

導が受けられる体制にある等、栄養士又は管理栄養士による必要

な配慮が行われること。 

(3)～(5) 〔略〕 (3)～(5) 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

浜田市金城高齢者生活福祉センター条例（平成17年浜田市条例第278号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（目的及び設置） （目的及び設置） 

第1条 在宅の高齢者等の自主的生活の助長、社会的孤立感の解消及び

心身機能の維持向上を図るとともに、その家族の身体的及び精神的

な労苦の軽減を図り、もって地域社会福祉の向上＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿に資するため、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第244条の2第1項の規定に基づき、浜田市金城高齢者生活福祉セ

ンター（以下「高齢者生活福祉センター」という。）を浜田市金城

町下来原1541番地20に設置する。 

第1条 在宅の高齢者等の自主的生活の助長、社会的孤立感の解消及び

心身機能の維持向上並びに＿＿＿＿＿＿＿家族の身体的及び精神的

な労苦の軽減を図るとともに、地域活動の活性化を支援し、もって

地域社会福祉の推進に資するため、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第244条の2第1項の規定に基づき、浜田市金城高齢者生活福祉セ

ンター（以下「高齢者生活福祉センター」という。）を浜田市金城

町下来原1541番地20に設置する。 

（事業） （事業） 

第3条 高齢者生活福祉センターは、第1条の目的を達成するため、次

に掲げる事業を行う。 

第3条 高齢者生活福祉センターは、第1条の目的を達成するため、次

に掲げる事業を行う。 

(1)～(3) 〔略〕 (1)～(3) 〔略〕 

〔新設〕 (4) 地域活動支援事業 

(4) 〔略〕 (5) 〔略〕 

（開館時間） （開館時間） 

第7条 高齢者生活福祉センターの開館時間は、午前8時30分から午後

5時30分までとする。ただし、指定管理者は、必要があると認める

ときは、市長の承認を得てこれを変更することができる。 

第7条 高齢者生活福祉センターの開館時間は、午前8時30分から午後

9時＿＿までとする。ただし、指定管理者は、必要があると認めると

きは、市長の承認を得てこれを変更することができる。 

（利用時間） （利用時間） 

第9条 高齢者生活福祉センターの利用時間は、次に掲げるとおりとす

る。ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承

認を得てこれを変更することができる。 

第9条 高齢者生活福祉センターの利用時間は、次に掲げるとおりとす

る。ただし、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承

認を得てこれを変更することができる。 

(1)～(3) 〔略〕 (1)～(3) 〔略〕 

〔新設〕 (4) 地域活動支援事業 午前8時30分から午後9時まで 

（利用対象者） （利用対象者） 
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現行 改正後（案） 

第10条 高齢者生活福祉センターの利用対象者は、次に掲げる者とす

る。 

第10条 高齢者生活福祉センターの利用対象者は、次に掲げる者とす

る。 

(1)～(3) 〔略〕 (1)～(3) 〔略〕 

〔新設〕 (4) 地域活動支援事業 地域活動を行う団体又は個人 

(4) 〔略〕 (5) 〔略〕 

（利用許可） （利用許可） 

第11条 〔略〕 第11条 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

3 指定管理者は、第1項の規定により利用の許可を受けようとする者

が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用の許可をし

ないものとする。 

3 指定管理者は、第1項の規定により利用の許可を受けようとする者

が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用の許可をし

ないものとする。 

(1)・(2) 〔略〕 (1)・(2) 〔略〕 

〔新設〕 (3) 営利を目的に利用するとき。 

(3) 〔略〕 (4) 〔略〕 

(4) 〔略〕 (5) 〔略〕 

4 〔略〕 4 〔略〕 

（利用料金） （利用料金） 

第15条 施設の利用料金は、別表第1に掲げる基準額に0.8を乗じて得

た額から当該基準額に1.2を乗じて得た額までの範囲内の額で、指

定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める額とする。 

第15条 第3条第1号から第3号まで又は第5号に規定する事業における

施設の利用料金は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

〔新設〕 (1) デイサービス事業 介護保険法第115条の45の3第2項に規定す

る厚生労働省令で定めるところにより算定した額の範囲内におい

て、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める額 

〔新設〕 (2) 居住事業 1人につき1月当たり1万円の範囲内において、指定

管理者があらかじめ市長の承認を得て定める額。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める額の範囲内に
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現行 改正後（案） 

おいて、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める額 

〔新設〕 ア 夫婦で利用する場合 当該夫婦のいずれか一方について1月

当たり5,000円（当該夫婦で利用する期間に限る。） 

〔新設〕 イ 月の中途において利用を開始し、又は中止する場合 1月当

たりの利用料金の額に当該月の実利用日数（当該利用を開始

し、又は中止する日を含む。）を乗じて得た額を、当該月の実

日数で除して得た額（その額に100円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てた額） 

〔新設〕 (3) 交流事業 無料 

〔新設〕 (4) その他目的達成のために必要な事業 無料 

2 高齢者生活福祉センターで行う事業の利用料金は、別表第2に掲げ

る額とする。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

2 第3条第4号に規定する事業における施設の利用料金は、別表に掲

げる額の範囲内において、指定管理者があらかじめ市長の承認を得

て定める額とする。 

3 〔略〕 3 〔略〕 

別表第1（第15条関係） 別表（第15条関係）＿_ 

施設の利用料金 〔削る〕 

種別 基準額 

午前8時30分から午後5時

30分までの間における利

用の場合 

午前8時30分まで及び午後

5時30分以降の利用の場合 

基本利用料

金（4時間

まで） 

追加利用料

金（4時間

を超える1

基本利用料

金（4時間

まで） 

追加利用料

金（4時間

を超える1

種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用料金の上限額 
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現行 改正後（案） 

時間までご

とに） 

時間までご

とに） 

多目的ホー

ル 

2,200円 550円 4,400円 1,100円 

研修室兼会

議室 

2,200円 550円 4,400円 1,100円 

     

     

その他の部

屋（1室に

つき） 

1,100円 220円 1,650円 440円 

 

 

多目的ホール 

 

1時間につき 660円 

会議室Ａ兼会議室Ｂ 

 

1時間につき 660円 

会議室Ｃ 1時間につき 660円 

調理実習室 1時間につき 390円 

その他の部屋（1室につき） 

 

 

1時間につき 260円 

 

〔新設〕 備考 利用時間に1時間未満の端数が生じたときは、当該端数は1時間

とみなして算定する。 

別表第2（第15条関係） 〔削る〕 

高齢者生活福祉センターで行う事業の利用料金 〔削る〕 

事業 利用料金 

デイサービス事

業 

介護保険法第115条の45の3第2項に規定する厚

生労働省令で定めるところにより算定した額 
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現行 改正後（案） 

居住事業 1月当たり1万円。ただし、次に該当するとき

は、それぞれに定める額とする。 

（1） 夫婦で利用した場合 当該夫婦のいず

れか一方について5,000円（当該夫婦で利用

した期間に限る。） 

（2） 月の中途において利用を開始し、又は

中止した場合 1月当たりの利用料金の額に

当該月の実利用日数（当該利用を開始し、又

は中止した日を含む。）を乗じて得た額を、

当該月の実日数で除して得た額（100円未満

切捨て） 

交流事業 無料 

その他 無料 
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浜田市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成24年浜田市条例第52号）新旧対

照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第3条 法第12条第2項に規定する条例で定める資格は、次のとおりと

する。 

第3条 法第12条第2項に規定する条例で定める資格は、次のとおりと

する。 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大

学を除く。以下同じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課

程において衛生工学若しくは水道工学に関する学科目を修めて卒

業した後、又は旧大学令（大正7年勅令第388号）に規定する大学

において土木工学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業し

た後、2年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大

学を除く。以下同じ。）又は旧大学令（大正7年勅令第388号）に

規定する大学において土木工学科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した後、3年以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河

川（以下この項において「水道等」という。）に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（1年6月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(2) 学校教育法に規定する大学の土木工学科又はこれに相当する

課程において衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目

を修めて卒業した後、3年以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(2) 学校教育法に規定する大学又は旧大学令に規定する大学にお

いて機械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を

修めて卒業した後、4年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（2年以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。） 

(3) 学校教育法に規定する短期大学（同法に規定する専門職大学の

前期課程（以下「専門職大学前期課程」という。）を含む。）若

しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）に

規定する専門学校＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿にお

いて土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（専門職

大学前期課程にあっては、修了した後＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）、5

年以上水道＿に関する技術上の実務に従事した経験を有する者＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 

(3) 学校教育法に規定する短期大学（同法に規定する専門職大学の

前期課程（以下「専門職大学前期課程」という。）を含む。）若

しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61号）に

規定する専門学校（次号において「短期大学等」という。）にお

いて土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（専門職

大学前期課程にあっては、修了した後。次号において同じ。）、

5年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

（2年6月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者に限る。） 
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現行 改正後（案） 

〔新設〕 (4) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当

する課程を修めて卒業した後、6年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（3年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(4) 学校教育法に規定する高等学校若しくは中等教育学校又は旧中

等学校令（昭和18年勅令第36号）に規定する中等学校＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿において土木科又はこれに相当す

る課程を修めて卒業した後、7年以上水道＿に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(5) 学校教育法に規定する高等学校若しくは中等教育学校又は旧中

等学校令（昭和18年勅令第36号）に規定する中等学校（次号にお

いて「高等学校等」という。）において土木科又はこれに相当す

る課程を修めて卒業した後、7年以上水道等に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者（3年6月以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。） 

〔新設〕 (6) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当

する課程を修めて卒業した後、8年以上水道等に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（4年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(5) 10年以上水道＿の工事に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(7) 10年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者（5年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者に限る。） 

(6) 第1号又は第2号に規定する卒業をした者であって、学校教育法

に規定する大学院研究科において1年以上衛生工学若しくは水道工

学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工

学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第1号に規定する

卒業をした者にあっては1年以上、第2号に規定する卒業をした者

にあっては2年以上水道＿に関する技術上の実務に従事した経験

を有するもの＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(8) 第1号又は第2号に規定する卒業をした者であって、学校教育法

に規定する大学院研究科において1年以上衛生工学若しくは水道工

学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工

学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第1号に規定する

卒業をした者にあっては2年以上、第2号に規定する卒業をした者

にあっては3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験

を有するもの（第1号に規定する卒業をした者にあっては1年以

上、第2号に規定する卒業をした者にあっては1年6月以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 
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現行 改正後（案） 

(7) 外国の学校において、第1号若しくは第2号に規定する課程及

び学科目又は第3号若しくは第4号に規定する課程に相当する課程

又は学科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得す

る程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最

低経験年数以上水道＿に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 

(9) 外国の学校において、第1号から第6号まで＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に規定する課程に相当する課程

＿＿＿＿＿を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得す

る程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最

低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年数の2

分の1以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

に限る。） 

(8)_ 技術士法（昭和58年法律第25号）第4条第1項の規定による第2

次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道

及び工業用水道を選択した者に限る。）であって、1年以上水道に

＿関する技術上の実務に従事した経験を有するもの＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

(10) 技術士法（昭和58年法律第25号）第4条第1項の規定による第

2次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道

及び工業用水道を選択した者に限る。）であって、1年以上水道等

に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（6月以上水

道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

〔新設〕 (11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第37条第1項及び第

2項の規定による土木施工管理に係る1級の技術検定に合格した者

であって、3年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験

を有するもの（1年6月以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者に限る。） 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第4条 法第19条第3項に規定する条例で定める資格は、次のとおりと

する。 

第4条 法第19条第3項に規定する条例で定める資格は、次のとおりと

する。 

(1) 前条の規定により水道の布設工事監督者たる資格を有する者

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(1) 前条第1号、第3号又は第5号に規定する学校において土木工学

科若しくは土木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後

（専門職大学前期課程にあっては、修了した後）、同条第1号に

規定する学校を卒業した者については3年以上、同条第3号に規定

する学校を卒業した者（専門職大学前期課程にあっては、修了し
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現行 改正後（案） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿_ 

た者）については5年以上、同条第5号に規定する学校を卒業した

者については7年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者 

(2) 前条第1号、第3号及び第4号に規定する学校において土木工学

以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又は

これらに相当する学科目＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿を修めて卒業した後（専門職大学前期課程にあって

は、修了した後）、同条第1号に規定する学校を卒業した者につい

ては4年以上、同条第3号に規定する学校を卒業した者（専門職大

学前期課程にあっては、修了した者）については6年以上、同条第

4号に規定する学校を卒業した者については8年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

(2) 前条第1号、第3号又は第5号に規定する学校において＿＿＿＿

＿＿＿工学、理学、農学、医学若しくは薬学の課程又はこれらに

相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課

程を除く。）を修めて卒業した後（専門職大学前期課程にあって

は、修了した後）、同条第1号に規定する学校を卒業した者につい

ては4年以上、同条第3号に規定する学校を卒業した者（専門職大

学前期課程にあっては、修了した者）については6年以上、同条第

5号に規定する学校を卒業した者については8年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

(3) 〔略〕 (3) 〔略〕 

(4) 前条第1号、第3号及び第4号に規定する学校において工学、理

学、農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する

学科目以外の学科目を修めて卒業した後（専門職大学前期課程に

あっては、修了した後＿＿＿＿＿＿＿＿）、同条第1号に規定す

る学校を卒業した者については5年以上、同条第3号に規定する学

校を卒業した者（専門職大学前期課程にあっては、修了した者）

については7年以上、同条第4号に規定する学校を卒業した者につ

いては9年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

(4) 前条第1号、第3号又は第5号に規定する学校において工学、理

学、農学、医学及び薬学の課程＿＿＿＿並びにこれらに相当する

課程以外の課程＿＿を修めて卒業した後（当該課程を修めて専門

職大学前期課程を修了した場合を含む。）、同条第1号に規定す

る学校を卒業した者については5年以上、同条第3号に規定する学

校を卒業した者（専門職大学前期課程にあっては、修了した者）

については7年以上、同条第5号に規定する学校を卒業した者につ

いては9年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

(5) 外国の学校において、第2号＿＿＿＿＿＿_に規定する学科目

又は前号に規定する学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各

号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した

後、それぞれ当該各号の＿＿＿卒業した者（専門職大学前期課程

(5) 外国の学校において、第1号若しくは第2号に規定する課程＿

又は前号に規定する課程＿に相当する課程＿を、それぞれ当該各

号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した

後、それぞれ当該各号の学校を卒業した者（専門職大学前期課程
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現行 改正後（案） 

を修了した者を含む。）ごとに規定する最低経験年数以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

を修了した者を含む。）ごとに規定する最低経験年数以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(6) 〔略〕 (6) 〔略〕 

〔新設〕 (7) 技術士法第4条第1項の規定による第2次試験のうち上下水道部

門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択し

たものに限る。）であって、1年以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有するもの 

〔新設〕 (8) 建設業法施行令第37条第1項及び第2項の規定による土木施工

管理に係る1級の技術検定に合格した者であって、3年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 
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浜田市国民健康保険条例（平成17年浜田市条例第151号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第18条の6 第15条の基礎賦課額は、65万円を超えることができな

い。 

第18条の6 第15条の基礎賦課額は、66万円を超えることができな

い。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第18条の6の12 第18条の6の3の後期高齢者支援金等賦課額は、24万

円を超えることができない。 

第18条の6の12 第18条の6の3の後期高齢者支援金等賦課額は、26万

円を超えることができない。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第22条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課

額のうち基礎賦課額は、第15条の基礎賦課額から、それぞれ、当該

各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万円を

超える場合には、65万円）とする。 

第22条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課

額のうち基礎賦課額は、第15条の基礎賦課額から、それぞれ、当該

各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が66万円を

超える場合には、66万円）とする。 

(1) 〔略〕 (1) 〔略〕 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2

第2項第1号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数

から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金額）に29万

5,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在にお

いて当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの アに掲げ

る額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額

の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2

第2項第1号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数

から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金額）に30万

5,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合には、その発生した日とする。）現在にお

いて当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの アに掲げ

る額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額

の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 
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現行 改正後（案） 

ア・イ 〔略〕 ア・イ 〔略〕 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

2第2項第1号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金額）に54

万5,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在にお

いて当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前2号に該当する者以外の者 アに掲げる

額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額

とイに掲げる額とを合算した額 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

2第2項第1号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金額）に56

万円＿＿_に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在におい

て当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合

計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料

の納付義務者であって前2号に該当する者以外の者 アに掲げる額

に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額と

イに掲げる額とを合算した額 

ア・イ 〔略〕 ア・イ 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の6の3」

と、「65万円」とあるのは「24万円」と、前項中「第18条」とある

のは「第18条の6の6」と読み替えるものとする。 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の6の3」

と、「66万円」とあるのは「26万円」と、前項中「第18条」とある

のは「第18条の6の6」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納

付金賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の8」と、「65万

円」とあるのは「17万円」と、第2項中「第18条」とあるのは「第18

条の11」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納

付金賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の8」と、「66万

円」とあるのは「17万円」と、第2項中「第18条」とあるのは「第18

条の11」と読み替えるものとする。 
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現行 改正後（案） 

（出産被保険者の保険料の減額） （出産被保険者の保険料の減額） 

第22条の4 当該年度において、世帯に出産被保険者（国民健康保険法

施行令第29条の7第5項第8号に規定する出産被保険者をいう。以下同

じ。）がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する保

険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第15条の基礎賦課額から、次の

各号の合算額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超

える場合には、65万円）とする（第5項に掲げる場合を除く。）。 

第22条の4 当該年度において、世帯に出産被保険者（国民健康保険法

施行令第29条の7第5項第8号に規定する出産被保険者をいう。以下同

じ。）がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する保

険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第15条の基礎賦課額から、次の

各号の合算額を減額して得た額（当該減額して得た額が66万円を超

える場合には、66万円）とする（第5項に掲げる場合を除く。）。 

(1)・(2) 〔略〕 (1)・(2) 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の6の3」

と、「65万円」とあるのは「24万円」と、前項中「第18条」とある

のは「第18条の6の6」と読み替えるものとする。 

3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の6の3」

と、「66万円」とあるのは「26万円」と、前項中「第18条」とある

のは「第18条の6の6」と読み替えるものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「規定する出産被保険者をいう。以

下同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者（介護納付金賦課被

保険者である者に限る。）をいう。以下この項において同じ。」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第15

条」とあるのは「第18条の8」と、「65万円」とあるのは「17万

円」と、第2項中「第18条」とあるのは「第18条の11」と読み替える

ものとする。 

4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第1項中「規定する出産被保険者をいう。以

下同じ。」とあるのは「規定する出産被保険者（介護納付金賦課被

保険者である者に限る。）をいう。以下この項において同じ。」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第15

条」とあるのは「第18条の8」と、「66万円」とあるのは「17万

円」と、第2項中「第18条」とあるのは「第18条の11」と読み替える

ものとする。 

5 当該年度において、第22条に規定する基準に従い保険料を減額する

ものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当

該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、当該減額後の第15条の基礎賦課額から、次の各号の合算額を

5 当該年度において、第22条に規定する基準に従い保険料を減額する

ものとした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当

該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、当該減額後の第15条の基礎賦課額から、次の各号の合算額を
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現行 改正後（案） 

減額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える場合には、

65万円）とする。 

減額して得た額（当該減額して得た額が66万円を超える場合には、

66万円）とする。 

(1)・(2) 〔略〕 (1)・(2) 〔略〕 

6 〔略〕 6 〔略〕 

7 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の6の3」

と、「65万円」とあるのは「24万円」と、前項中「第18条」とある

のは「第18条の6の6」と読み替えるものとする。 

7 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高

齢者支援金等賦課額」と、「第15条」とあるのは「第18条の6の3」

と、「66万円」とあるのは「26万円」と、前項中「第18条」とある

のは「第18条の6の6」と読み替えるものとする。 

8 第5項及び第6項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「出産被保険者」とあるのは「出産

被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。以下この項に

おいて同じ。）」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課

額」と、「第15条」とあるのは「第18条の8」と、「65万円」とあ

るのは「17万円」と、第6項中「第18条」とあるのは「第18条の11」

と読み替えるものとする。 

8 第5項及び第6項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第5項中「出産被保険者」とあるのは「出産

被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。以下この項に

おいて同じ。）」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課

額」と、「第15条」とあるのは「第18条の8」と、「66万円」とあ

るのは「17万円」と、第6項中「第18条」とあるのは「第18条の11」

と読み替えるものとする。 

 



 

 
浜田市高齢者福祉サービスについて 

 

 令和 7 年度から次のとおり、高齢者福祉サービスを変更する予定と

しております。  

 

１  「緊急通報体制整備事業（サスケ）」について                   

  

近 年 固 定 電 話 を 解 約 し 携 帯 電 話 の み を 使 用 す る 人 が 増 え て い る こ

とから、高齢者の生活の現状に合わせ事業内容を変更するものです。 

 

【事業内容】 緊急通報装置の設置を行い、急病や災害等の緊急時の  

連絡及び安否確認を実施  

【 対 象 者 】 65 歳以上の者または障がい者のみで構成される世帯  

【 変 更 点 】 固定型または携帯型（ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ回線を利用）を設置  

（改定前は固定型のみ）  

【利用者負担金】固定型 500 円／月（市負担 1,216 円）  

携帯型 700 円／月（市負担 1,533 円）  

 

２  「いきいき配食サービス事業」について               

  

食材の物価高騰に伴う委託事業者からの要望を踏まえ 、利用者負担

金（弁当代）を変更するものです。  

 

【事業内容】 食事を確保することが困難な高齢者等に対し、安否確認

を兼ねて配食サービスを実施  

【 対 象 者 】 ① 65 歳以上の者または障がい者のみで構成され  

②心身の機能低下または障がい等の理由により、買い物また  

は調理をすることができず食事を確保できない者のみの世帯 

【変更点】  利用者負担金（弁当代）  

ごはん付き弁当   1 食あたり 450 円～ 530 円（改定前 450 円）  

おかずのみの弁当  1 食あたり 370 円～ 450 円（改定前 370 円）  

 

なお、燃料代等の物価高騰に伴い、 事業者委託料を変更しました。 

浜田地域委託料   450 円（改定前 400 円）  

浜田地域外委託料  500 円（改定前 400 円）  

令 和 7 年 3 月 6 日  

福 祉 環 境 委 員 会 資 料  

健 康 福 祉 部 健 康 医 療 対 策 課  



 

 

浜田市こども計画について 

 

 

 浜田市のこども施策を推進するための計画策定を進めており、下記のとおり状況を

報告します。 

 

記 

 

1 パブリックコメントによる意見募集期間 

  令和 7年 1月 7 日（火）～令和 7年 2月 6日（木） 

 

2 意見を提出された人数  10 人 

 

3 主な意見 

  ・子どもの権利条例策定に関すること（5件） 

  ・子どもアドボケイトに関すること（2件） 

  ・その他（6件） 

 

4 提出のあった意見への対応 

  子どもの権利条例策定に関すること及び子どもアドボケイトに関することにつ

いては、内容を追加する予定。 

 

5 今後の予定 

  年度内での策定を行い、関係機関等への配付を新年度に行う予定。 

令 和 7 年 3 月 6 日 
福 祉 環 境 委 員 会 資 料 
健康福祉部子ども・子育て支援課 

 



 

 

浜田市公共施設への再エネ由来（CO2フリー）電源の調達について 

 

浜田市の公共施設に初めて、再エネ由来電源を電力会社から調達する予定としており

ますので報告します。 

 

１ 入札・選定方法 

 ＜入 札 方 法＞ 電力リバースオークション（WEB上で競り下げ方式の入札） 

 ＜入札業務委託先＞ 株式会社エナーバンク 

※リバースオークション運営実施会社 

 ＜入 札 期 間＞ 令和7年1月20日12時 ～ 令和7年1月28日15時 

＜入札参加者数＞ 3者 

 ＜選 定 方 法＞ 総合評価方式（電力価格と評価項目を総合して落札者を決定） 

           評価項目：価格（削減率・順位）、会社所在地、再エネ電源地、 

非化石証書の有無、調整後CO2排出量係数、供給実績 

           

２ 導入する公共施設 

（1）浜田浄苑      （電力種別：高圧高負荷率TOU Ａ）  

（2）浜田市不燃ごみ処理場（電力種別：高圧電力Ａ） 

（3）浜田市埋立処分場  （電力種別：高圧電力Ａ） 

 

＜調 達 期 間＞ 令和7年4月1日～令和8年3月31日 

 

３ 調達先の電力会社 

＜会 社 名＞ 神楽電力株式会社 代表取締役 矢口伸二 

＜評価された項目＞ 価格（削減率・順位）、県内に本社あり、県内の発電所から調達可能、

トラッキング付き非化石証書が可能、他自治体での供給実績あり 

 

４ 期待される効果 

 （1） エネルギーの地産地消（市内発電所において発電） 

 （2） 施設の脱炭素化に寄与（計3施設で約871t/年で約92％のCO2を削減） 

 （3） 地域経済の振興に寄与（市内の電力小売会社） 

 （4） 電気料金の削減（計3施設で10％削減、約450万円/年） 

 

５ 今後の取組み 

  本件を通して、カーボンニュートラル施策の進展や各種メリットが感じられるため、

他の浜田市公共施設への導入や大手一般電気事業者との連携も模索しながらCO2フリー

電源の調達を進めていく。 

令 和  7 年  3 月  6 日 
福 祉 環 境 委 員 会 資 料 
環境課カーボンニュートラル推進室 



 

 

 

 

「地方税法の一部を改正する法律」等が例年 3 月 31 日に公布、一部を除

いて 4 月 1 日から施行されます。これらの改正点のうち、浜田市税条例の改

正が必要なものについては、地方自治法第 180 条第 1 項の規定による専決処

分により、令和 7 年 3 月 31 日の条例改正を予定しています。 

主な地方税制改正の概要は、次のとおりです。 

 1 個人住民税関係  

（1）物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整への対応 

物価上昇への対応とともに、就業調整にも対応するとの観点から、

令和 7 年分所得税及び令和 8 年度分個人住民税から下記の措置を講ず

る。 

ア 給与所得控除の見直し 

最低保証額を 55 万円から 65 万円に 10 万円引き上げる。 

イ 基礎控除の見直し 

48 万円から 58 万円に引き上げることとし、年収 200 万円以下の者

については、37 万円上乗せする。年収 200 万円以上 850 万円以下の者

については、2 年間に限り基礎控除を 3 段階で上乗せする。（個人住民

税は 43 万円で改正なし） 

ウ 大学生年代の子等に関する特別控除の創設 

特定扶養控除に関して、控除対象となる大学生年代の子等の所得要

件を拡大するとともに、一定の所得を超えた場合でも親等が受けられ

る控除の額が段階的に逓減する特定親族特別控除（仮称）を創設する。 

特定扶養控除に関して、控除対象となる大学生年代の子等の所得要

件を拡大するとともに、一定の所得を超えた場合でも親等が受けられ

る控除の額が段階的に逓減する特定親族特別控除（仮称）を創設する。 

 

 

 

 

 

 

 ※( )内は所得金額    【総務省説明資料から引用】                     

令 和 7 年 3 月 6 日 
福祉環境委員会資料 
市民生活部 税務課・資産税課 

令和 7 年度 地方税制改正の概要について 



 

エ 上記見直しに伴うその他所要の措置 

・同一生計配偶者及び扶養親族の前年の合計所得金額要件を 58 万円以

下（現行：48 万円）に引き上げる。 

・ひとり親の生計を一にする子の前年の総所得金額等の合計額の要件を

58 万円以下（現行：48 万円）に引き上げる。 

・勤労学生の前年の合計所得金額要件を 85 万円以下（現行：75 万円）

に引き上げる。 

 

改正内容 
個人住民税 

（令和 7 年分所得に係る令和 8 年度分から適用） 

所得税 
（令和 7 年分所得から適用） 

①給与所得控除の 
見直し 

所得税と同様の対応 
＜最低保障額＞ 

現行:55 万円 ⇒ 改正案:65 万円 

②基礎控除の見直し 改正なし（最高 43 万円） 

年収 200 万円以下  

⇒ 改正案:95 万円 

年収 200 万円超 475 万円以下 

⇒ 改正案:88 万円 

年収 475 万円超 655 万円以下 

⇒ 改正案:68 万円 

年収 655 万円超 850 万円以下 

⇒ 改正案:63 万円 

年収 850 万円超 

⇒ 改正案:58 万円 

③大学生年代の子等 
（特定扶養控除関係） 

所得税と同様の対応 

①現行「103 万円まで」の子等の給与収
入について、「150 万円まで」を対象と
する新たな特別控除を創設 
②子等の給与収入が「150 万円～188 万
円」の場合、控除額に階段を設けて控除 

④扶養親族等に係る
所得要件の引上げ 

所得税と同様の対応 現行:48 万円 ⇒ 改正案:58 万円 

 

非課税ライン 
（単身者の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本額等  

給与所得控除 

計 

45 万円 

55 万円 

100 万円 

45 万円 

65 万円 

110 万円 

（変更なし） 

 
+10 万円  

基本額等  

給与所得控除 

計 

48 万円 

55 万円 

103 万円 

95 万円 

65 万円 

160 万円 
+10 万円  

+47 万円  

現行      見直し後 現行       見直し後 



 

 2 軽自動車税関係  

（1）二輪車の車両区分の見直し（令和 7 年度から） 

適用が猶予されていた二輪車排ガス規制が令和 7 年 11 月から開始さ

れるにあたり、現行の総排気量 50cc の原動機付自転車では規制値をク

リアすることが困難であることから、総排気量が 125cc 以下クラスの

バイクの最高出力を 4.0kW（50cc 相当）以下に制御したバイクを新基

準原付として原動機付自転車第一種に区分する。新基準原付の課税標

識（いわゆるナンバープレート）については、50cc 原付バイクと同様

の白色で、種別割の税率についても、同額の 2,000 円とする。 

 

原動機付自転車の区分 

区 分  総排気量等  税 額  
ナンバー  
プレート  

第一種 
 

 
一般 
 

50cc 以下又は 
定格出力 0.6kW 以下 

2,000 円 

 

新基準 
125cc 以下 
（最高出力 4kW 以下） 

特定小型 定格出力 0.6kW 以下 

 
 

第二種 

乙 
90cc 以下又は 
定格出力 0.8 kW 以下 

 

甲 
125cc 以下又は 
定格出力 1.0 kW 以下 

2,400 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

白色 

黄色 

ピンク 

白色 



 

 3 固定資産税関係  

（1）生産性の向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に係る特例措

置の見直し、適用期限の延長 

中小企業等経営強化法に規定する先端設備等導入計画に基づき、中

小事業者等が取得する生産性向上（年平均 3％以上の生産性向上、投資

利益率年平均 5％以上）と賃上げに資する一定の機械・装置等に係る固

定資産税の特例措置を、賃上げを後押しするよう見直しを行った上で、

適用期限を 2 年延長し令和 9 年 3 月 31 日までとする。 

 

先端設備等導入計画 
見直し前 

（課税標準額） 

見直し後 

（課税標準額） 

特例期間 

賃上げ表明しない 価格の 1/2 対象外 ― 

1.5％以上の賃上げ表明 価格の 1/3 価格の 1/2 3 年度分 

3％以上の賃上げ表明 価格の 1/3 価格の 1/4 5 年度分 

 

 

（2）長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る税額

の減額措置の適用期限の延長            

  長寿命化に資する大規模修繕工事を実施したマンションに係る固定

資産税額の減額措置について、申告手続きの見直しを行った上で、適用 

期限を 2 年延長し令和 9 年 3 月 31 日までとする。 

 

（3）鉄道の豪雨対策の促進に係る課税標準の特例措置の創設 

鉄軌道事業者が豪雨対策のために取得した一定の償却資産に係る固

定資産税について、課税標準を最初の 5 年度分を価格の 3 分の 2（ＪＲ

本州 3 社については 4 分の 3）とする特例措置が令和 9 年 3 月 31 日ま

でを期限とし創設する。 

 

 



やすぎ公園の供用開始について 

 

 令和 5年度に開催された弥栄地域の「地域の日 第 1回」において、地域の参加者か

ら安城地域に遊具のある公園を整備してほしいとの要望がありました。 

 社会福祉法人みかわにご協力をいただき、この度、公園として整備し、以下のとおり

供用開始の予定となりましたのでご報告します。 

 

1 公園名称（所在地） 

  やすぎ公園（弥栄町長安本郷） 

  （旧やさか子育て支援センター園庭） 

 

2 供用開始日 

  令和 7年 3月末 

 

3 施設概要 

  公園面積：1,470.71 ㎡ 

  遊具 6基（うち 5基社会福祉法人みかわから無償譲渡）、ベンチ 3基、駐車場 9台、 

照明灯 1基 

 

4 開園式 

  開催日時：令和 7年 4月 11 日（金）午前 10 時 30 分～ 

場所：やすぎ公園（弥栄町長安本郷） 

 

 

 

 

令 和 7 年 3 月 6 日 

福 祉 環 境 委 員 会 資 料 

弥 栄 支 所 市 民 福 祉 課 



浜田市人口状況(11月末現在）



浜田市人口状況(12月末現在）



浜田市人口状況(1月末現在）


